
華誠の知的財産権ニュースレター

2025 年 6 月  第九十八期

公式サイト：www.watsonband.com

E メール：mailip@watsonband.com | mail@watsonband.com

目    次

特  許
2024 年 特許調査報告シリーズ ―― テーマ４：国際経済貿易競争の変化に積極的に対応する中国企業 …

………………………………………………………………………………………………………………………… 2

知的財産権

最新発表：2024 年度 中国企業の米国における知的財産紛争調査（特許編） ……………………………… 6



ページ 2 

2024 年 特許調査報告シリーズ ―― テーマ４：国際経済貿易競争の変化に積極的に対応
する中国企業

2024 年の調査では、中国企業の海外における知的財産紛争の割合が上昇し、海外での特許ポートフォリ

オ戦略に関する期待がやや低下していることが明らかになった。海外市場の変化に対し、中国企業はイノ

ベーションを強化し、積極的に対応している様子がうかがえる。

（一）中国企業の海外における知的財産紛争遭遇割合の増加
1. 大中型企業の海外における知的財産紛争遭遇割合が比較的高い
調査によると、中国企業が海外での知的財産紛争に遭遇する割合は 2.7% で、前年比 0.3 ポイント増加

した。企業規模別に見ると、海外で知的財産紛争に遭遇する割合は、大企業が 7.5%、中企業が 3.1%、小

企業が 0.9%、零細企業が 0.5% となっている。（図 31 参照）

2. コンピュータ、通信およびその他の電子機器製造業の海外における知的財産紛争遭遇割合が最も高い
業種別に見ると、コンピュータ、通信およびその他の電子機器製造業が海外で知的財産紛争に遭遇する割

合は 7.9% で、最も高い。これは前年（6.4%）から 1.5 ポイント増加した値である。海外での知的財産紛

争遭遇割合と増加幅ともに、企業全体の平均割合を上回っている。（図 32 参照）
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図 31　企業規模別の海外知的財産紛争遭遇割合
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図 32　業種別の海外知的財産紛争遭遇割合
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3. 中国企業の海外知的財産紛争、その 7 割以上が訴訟
中国企業が海外で遭遇した知的財産紛争で最も主要なタイプは訴訟であり、その割合は 75.3% と、前年

比 11.6 ポイント増加した。次いで貿易調査が 16.7%（前年比 2.4 ポイント減少）、展示会における紛争が

14.4%（前年比 1.0 ポイント増加）となっている。その他、税関による法執行が 8.6%、その他のタイプが

14.4% であった。

4. 海外知的財産に関する権利保護・行使支援ニーズの大幅な高まり
調査によると、特許権保有企業の 51.4% が海外知的財産に関する権利保護・行使支援サービスを必要と

していると回答しており、これは前年比で 28.1 ポイントの大幅な増加となった。（詳細は図 33 参照）

図 33　企業における海外知的財産権利保護・行使支援サービスの具体的なニーズ状況
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（二）中国企業の海外特許ポートフォリオ戦略は主に市場要因の影響を受ける
1. 海外特許ポートフォリオ戦略に取り組んでいる企業の割合は低い
調査によると、中国の特許権保有企業のうち、24.4% が製品を海外へ輸出しているが、これは海外に特

許出願（PCT 出願、パリ条約ルート等を含む）を行った企業（5.7%）の 4.3 倍に相当する。企業規模別に

見ると、大型企業が海外に製品を輸出している割合（40.7%）は、海外に特許出願を行った割合（24.5%）

の1.7倍で、この比率が最も低くなっている。中型企業では2.8倍、小型企業では5.3倍、零細企業では4.4

倍である。（図 34 参照）
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図 34　企業規模別の海外特許出願経験および海外製品輸出経験の割合
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2. 中国企業の海外特許出願への期待は減弱傾向
中国の特許権保有企業による海外特許出願への期待は、前年と比較して低下している。これは、国際経

済貿易環境における不確実性の変化が、企業の意思決定に対する期待にさらに影響を与えているためと考

えられる。（図 35 参照）
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3. 海外特許ポートフォリオ戦略は主に国際市場の需要変化に影響される
海外での特許ポートフォリオ戦略の展開や特許権取得の過程で直面する課題や影響要因について、影響

を受けたと回答した企業のうち、35.4% が「国際市場の需要変化により、国内市場に一層注力するように

なった」ことを主な理由として挙げており、これが最も高い割合であった。次いで、「世界経済の変動や

業界の周期的な影響」（29.8%）、「技術競争の激化による特許 R&D への高まる要求」（26.0%）が挙げら

れている。全体として、中国企業の海外特許ポートフォリオ戦略の決定は、国際市場の変化に応じた自主

的な調整である。
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図 35　今後１年間における企業の海外特許出願（PCT、パリ条約等を含む）意向

4. 企業による海外特許ポートフォリオ戦略には多様な政策およびサービス支援が必要
海外での特許ポートフォリオ戦略の強化や特許権取得の過程で期待される政策支援に関して、企業は「財

政補助金、税制優遇などの政策誘導および支援」へのニーズが特に高く、その割合は 28.6% であった。

（三）海外特許技術を利用している企業の割合が小幅に減少
2024年の調査に参加した中国の特許権保有企業のうち、海外特許を利用している企業の割合は2.2%で、

前年比 0.3 ポイント減少した。一方、海外へ特許をライセンスまたは譲渡している企業の割合は 0.8% で、

前年と同水準であった。（図 38 参照）
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（四）国際経済貿易競争に積極的に対応する中国企業

1. 企業の海外特許活動は、目標市場国の政策から一定程度の影響を受ける
2024 年の調査では、海外での不公平な待遇や差別的な制限行為の影響を受けたと回答した企業の割合は

4.8%であった。その内訳を見ると、製品・サービスの輸入制限（43.0%）、特許取得の難しさの増大（36.1%）、

技術輸出規制（31.7%）などの影響を受けている企業の割合が比較的高くなっている。

2. 企業は自主イノベーションと政策適合性の対応を強化
調査によると、海外での特許研究開発および実施活動への影響に対応するため、企業の 77.8% が「研究

開発投資を増やし、ボトルネック技術を突破する」ことを選択しており、前年比2.9ポイント増加した。また、

61.6% が「海外での不公平な待遇や差別的な制限措置に対する政策遵守の対応を強化する」ことを選択し

ており、前年比 7.2 ポイント増加した。（図 40 参照）
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図 38　企業規模別の特許技術導入および輸出状況
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図 40　企業が国際経済貿易競争の影響を受けた後の対応措置

（出典：国家知識産権局）
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先日、中国知識産権研究会は『2024 年度 中国企業の海外知的財産紛争調査』報告書を公表した。本報

告書によれば、2024 年、中国企業は米国において、越境 EC 関連案件に 1,302 件関与した。このうち、中

国企業が被告となった案件は 1,165 件で、全体の 89.48% を占めている。越境 EC における特許訴訟案件数

は410件で、新たに提訴された案件は322件、終結した案件は226件であった。商標訴訟案件数は938件で、

新たに提訴された案件は 643 件、終結した案件は 725 件であった。新たに提訴された案件越境 EC 関連案

件には、合計で延べ 12,382 社の中国企業が関与し、このうち延べ 12,000 社が被告として関与しており、

その割合は 96.91% に達した。

本号のニュースレターでは、まず訴訟全体の状況と特許訴訟の統計データに焦点を当てる。次号では、

商標訴訟、営業秘密訴訟、およびその他の内容について掘り下げてご紹介する予定である。

1. 訴訟全体の状況
2024年、中国企業が米国において、新たに提訴された、または終結した知的財産訴訟案件の総数は1,856

件であった。このうち、新たに提訴された案件は 1,227 件で、前年比 4.60% 増加している。終結した案件

は 1,280 件であった。

最新発表：2024 年度 中国企業の米国における知的財産紛争調査（特許編）

知的財産権

新規提訴案件の状況
新たに提訴された知的財産訴訟には、合計で延べ 12,857 社の中国企業が関与した。このうち、中国企

業が原告（権利者）となったのは延べ 475 社、被告となったのは延べ 12,382 社で、被告の割合は 96.31%

に達している。

表 1-1：新規提訴案件および終結した訴訟の件数

表 1-2：各種知的財産訴訟における中国企業（原告・被告）の企業数および割合
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終結案件の状況
2024 年、中国企業が米国において終結した知的財産訴訟案件は 1,280 件で、延べ 17,297 社の中国企業

が関与した。このうち、特許案件は 509 件、商標案件は 786 件、営業秘密案件は 17 件であった。新たに

提訴された知的財産訴訟には、合計で延べ12,857社の中国企業が関与した。このうち、中国企業が原告（権

利者）となったのは延べ 475 社、被告となったのは延べ 12,382 社で、被告の割合は 96.31% に達している。

2. 特許訴訟

新規提訴案件の状況
2024年に新たに提訴された特許訴訟案件は合計587件で、2023年と比較して31.03%増加した。このうち、

中国企業が原告となった案件は 139 件、被告となった案件は 312 件であった。また、136 件の案件では原

告と被告の双方に中国企業が含まれていた。

これら 587 件の案件には、延べ 2,091 社の中国企業が関与しており、前年比で 19.58% 減少している。

中国企業が原告?被
告双方として関与

した案件
23.17%

中国企業が被告と
してのみ関与した

案件
53.15%

中国企業が原告と
してのみ関与した

案件
23.68%

図 2-1　特許訴訟における中国企業の原告・被告別案件割合

表 1-3：終結までの所要期間
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業界分布
特許訴訟案件は 26の業界にまたがっており、最も多いのは「卸売業および小売業」で 214 件であった。

次いで「コンピュータ、通信およびその他の電子機器製造業」が 114 件、「ソフトウェアおよび情報技術

サービス業」が 64 件、「電気機械および器材製造業」が 37 件、「科学技術振興および応用サービス業」

が 36 件、「医薬品製造業」が 22 件、「ビジネスサービス業」が 21 件、「その他の製造業」が 11 件、そ

の他の業界合計が 68 件となっている。
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図 2-4　特許訴訟における被告中国企業の業界分布

終結案件の状況
2024 年に終結した特許案件は 509 件で、延べ 2,821 社の中国企業が関与した。2023 年と比較して、関

与した中国企業の延べ社数が 26.50% 増加した。

終結タイプ
終結タイプは全14種類あり、最も多いのは「和解による取下げ」で339件、全体の66.60%を占めている。

その他の主要な終結タイプのデータは下表に示されている。

表 2-3：特許訴訟の終結タイプ
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判決賠償額
判決において被告に賠償が命じられた特許訴訟案件は合計42件で、累積判決賠償額は1億1,774万5,400

ドルに達し、平均判決賠償額は 280 万 3,500 ドルであった。このうち、2 件の案件では中国企業が原告、

21 件の案件では中国企業が被告、19 件の案件では原告・被告双方に中国企業が関与していた。

（データ出典：『2024 年度 中国企業の海外知的財産紛争調査』）


